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現代経済社会には，様々なサービス業企業が存在しており，それらのサ
ービス業企業によって，経済社会が順調に運営されること，人々が快適な
暮らしを送ることが可能となっている。そのようなサービス業の意義は，
サービス業とみなされる流通業，金融業，運輸業，マスコミ，ガス・電力
などを想起しても明白であろう。また，その他サービス業という業種分類
に属するホテル，娯楽，各種ソフト，弁護士事務所，会計事務所，経営コ
ンサルティング，情報処理サービスなどについても，経済社会の順調な運
行と，人々の快適な暮らしの実現に役立っていることは明白である。そし
て，そのようなサービス業のあり方は，情報化，グローバル化の進行にと
もなって変貌をとげつつ， より重要なものとなりつつあるのではないか。
ところで，このように重要な役割を果たすことが期待されているサービ
ス業は，その重要な役割に応じた経営成果を十分にあげているのであろう
か。あるサービス業企業がもし十分な経営成果をあげているのであれば
そのサービス業企業は，成長と発展を達成することができるであろう。た
だし，成長と発展そのものがサービス業企業の経営成果であるとも言える。
＊本研究は，平成15年度 (2003年度）関西大学学部共同研究費「 IT革命とグローバ
ル化のもとでの21世紀型経営システムの探究」プロジェクトにもとづくものである。
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そのように考えると，サービス業の経営成果を言われているものには， ど
のようなものがあるのかを問い直す必要もありそうである。すなわち経営
成果とされるものの中には，収益性の達成もあれば，従業員満足もあるから
である。そこで，経営成果と呼ばれるものには． どのようなものがあり．そ
れらはどのような構成を持っているのかを本論でまず解明していきたい。
この問いを検討した後に，さらに次のような問いを投げかけたい。すな
わち，様々なサービス業企業の中には，高い経営成果を達成しているもの
もあれば，低い経営成果にとどまっているものもある。また，経営成果は
多次元的なものであるため，サービス業企業の中には，ある経営成果側面
は良好であるが，他の経営成果側面はそれ程良好ではないという場合もあ
る。このように多次元的な変異を伴いながら，経営成果上の差異が生じて
くるのは何に基づくものであろうか。この問いに対して考えられる答えの
一つは，サービス業種の相違によってそのような差異が生じているのでは
ないかというものである。すなわち，各サービス業種を取り巻く市場競争
構造の相違が，そのような差異をもたらしているのではないかということ
である。ただし同一業種中の企業群の間にも経営成果の差異が存在するこ
とがある。その場合は，企業独自の経営資源などの能力面の差異が経営成
果の差異を生じさせているのではないか。このように業種面，市場競争構
造面および企業の独自面などがサービス業企業の経営成果を規定している
のではないかという問いを念頭において分析に取り組んでいきたい。
1 データと分析フレームワーク
分析を進めていくときのデータとしては，筆者が1994年2月に日本のサ
ービス業に属する大企業261社に対して送付した質問調査票調査によって
得られた72社から回答データを利用することにした！）。その際質問票送
1)なお前回調査から10年を経た2004年12月に新しいアンケート調査票を発送して
再調査を実施した。その新データを用いた分析と1994年データとの比較分析は，今
後の課題である。
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付対象企業としては，各サービス業種から売上高上位の会社を選んだ。各
業種毎に送付企業数を定めたが，ただしその他サービス業（狭義のサービ
ス業）に対する調査を一つの重点としたいという観点から，その他サービ
スに属する企業への送付数が比較的大となっており．そのためこの業種分
野に属する企業の売上規模は他の業種分野に比して小となっている。回答
企業の内訳やその他の詳細は，廣田 (2001)において明らかにしているの
で．ここでは再録を避けることとした。
以上で述べたサービス業質問調査票回答データを用いて分析を進めてい
くときの分析フレームワークを次に明確にしておきたい。すなわち本論に
おいて．明確にしたい問いの 1つは．経営成果とされているものは， どの
ようなものでありそれらがどのような構成を持っているのかということ
である。この点については, Glynn. de Burca, Brannick and Fynes(2003) 
において，経営成果を．サービス成果と経済成果とに区分していたことが
参考になる叫果たして．このような区分ができるのかどうかについて．
質問調査票の経営成果に関するデータを用いて因子分析を行ってみたい。
その結果経営成果自体が多次元的な性格のものであるとして，その一つ
がサービス提供成果． もう一つが企業経済成果と言えるようなものである
と実際に言えるかどうかを明らかにしたい叫
経営成果の基本構造を解明するとともに次に明確にしたい問いとは．
そのような経営成果を決定づけるものが何であるのかの解明である。前述
したGlynn,de Burca, Brannick and Fynes (2003)においては，サービス
業企業の側の「耳を傾ける組織特性」が，サービス成果および経済成果を
2) Glynn, de Burca, Brannick and Fynes (2003) pp.314-315参照。
3)この点については廣田 (2004)p.73において，経営活動の重要な二つの課題には．
有用な製品・サービスの提供と収益性の追求と言うことがあることを指摘したが，
その主張とも一致するものである。すなわち.Glynn. de Burca. Brannick and 
Fynes (2003)がサービス成果と言っているものが．筆者の「有用な製品・サービ
スの提供」という活動成果であり．彼らが経済成果というものが筆者の「収益性の
追求」という活動についての成果ではないかと考えられる。
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より良いものにすると主張していた。ただし，そのような影響は，競争状
況の厳しさによって影響を受けるとともに， タスク技術の複雑性によって
も影響を受けることが主張されていた。
ところで箪者が実施した質問調査票においては，サービス業企業が重要
と考える能力について，質問しており，その質問項目の中に，「柔軟な顧
客対応力」，「情報収集力」，「市場動向・ニーズに対応したサービス開発力」
等を含んでいた。このような側面を含む企業重視能力面の内容が，経営成
果レベルにどの程度影響を与えているのかを明らかにしていきたい。また，
企業を取り巻く市場競争環境要因のあり方が経営成果レベルにどの程度影
響を及ぼしているのかも分析したい。すなわち，市場競争環境要因と企業
重視能力とがあいまって，サービス提供成果と企業経済成果からなる経営
成果水準を決めていくと想定して分析を行っていきたい。ただし，序でも
述べたようにサービス業種毎の固有の事情によって経営成果の差異が生
ずることも想定していきたい。本論では，以上のような要因によって経営
成果が規定されているという見方を分析フレームワークとして想定してい
きたいのであり，その分析フレームワークを図示したものが図 1である。
図1 分析フレームワーク
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I サービス業における経営成果とは
1. 業種毎の経営成果水準
筆者の質問調査票においては，①売上成長率，②品質の改善・向上，③
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収益性．④独自の市場の発見と確保．⑤グローバル展開．⑥サービス工程
の自動化革新，⑦従業員のモラール．⑧顧客の満足から成る 8項目がサー
ビス業の経営成果を構成するものと考え．それぞれについての各社の評価
を尋ねた。これらの経営成果についての回答評価点平均結果を．業種毎に
表示したものが表1である。なお質問調査票においては，それぞれの側面
の経営成果がどのような水準にあるかを， 1 =全く不満足， 2 =やや不満
足， 3 =中程度の満足. 4 =かなり満足. 5 =非常に満足． という評価尺
度を用いて尋ねた。したがって．表 1において．商社の売上成長率が2.5
であり，顧客の満足が3.5であると言うことは，前者の経営成果については，
やや不満足な程度もあるが．後者の経営成果については．かなり満足を達
成しているようであった。
表1によれば．調査時期がバプル経済が破綻した後の平成不況の最中と
表1 業種毎経営成果評価点平均
売上 品質の改
独自の市
グローバ
サー ビス
従業員の 顧客の
成長率 善・向上 収益性
場の発見
ル展開
工程の自
モラール 満足と確保 動化革新
商社 2.5 2.5 2.0 2.5 3.0 3.5 3.5 3.5 
流通 2.3 2.9 2.2 3.2 3.0 2.4 3.2 3.3 
金融 3.2 3.4 2.6 3.0 3.0 3.2 3.4 3.4 
証券 2.0 2.0 1.5 2.0 2.5 1.0 2.5 2.0 
保険 3.0 3.3 3.0 3.0 2.0 3.0 3.8 3.5 
不動産 3.0 3.0 3.0 2.0 2.0 1.0 3.0 3.0 
海運 2.4 3.2 2.4 2.6 4.0 3.3 3.2 3.4 
陸運 2.6 3.0 2.4 2.6 2.6 3.0 3.1 3.1 
空運 2.0 3.0 2.0 2.0 3.0 3.5 4.0 4.0 
倉庫 3.0 3.0 2.0 2.0 4.0 2.0 3.0 4.0 
マスコミ 2.0 2.5 3.0 2.0 2.0 2.0 3,0 3.0 
電力 3.0 4.5 2.5 4.0 3.5 3.5 
ガス 3.3 3.7 3.3 3.0 2.7 3.0 3.0 3.3 
その他
2.4 3.2 2.6 2.7 2.8 2.6 3.4 3.6 サービス
合計 2.6 3.1 2.5 2.7 2.8 2.7 3.3 3.4 
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言うこともあり，どの業種も売上成長率についてはあまり高い評価を与え
ていなかった。その中でも証券空運，マスコミが最も低い評価を与えて
おり，それに次いで，流通，海運，その他サービス，商社，陸運も低い評
価を与えていた。また，品質の改善・向上については，保険，電力，ガス
などの業種で，やや高い評価がなされていた。かつては，規制によって保
護されていた業界であるが，様々な規制緩和が成されつつある状況の中で
様々の改善がなされ始めていると言うことを示していたとも考えられる。
ただし，収益性については，多くの業種について低い評価が示された。特
に証券空運，倉庫などで評価が低かった。そして，独自の市場の発見と
確保という点では，証券，不動産，空運，倉庫，マスコミ等で低かった。
次に，サービス工程の自動化・革新という経営成果について高い評価を
与えていた業種としては，商社，海運，空遥電力，などがあることが分
かった 4)。そして，グローバル展開については，高い評価を与えていたの
は，海運，倉庫などであった工
また，従業員のモラールという点では，保険，空運，電力，その他サー
ビスなどで高い評価が得られていた。そして，顧客の満足という点では，
4) 1993年11月11日 日経流通新聞「第 2 部ストアオートメーション特集—卸売り，
省力化へ積極投資」参照。食品卸最大手の国分は1993年度に総額50億円を投じて東
京都，埼玉，広島県などに大型物流拠点を建設した。大手医薬品卸の東邦薬品も首
都圏の物流拠点を大幅に見直し， 11億円かけて自動化を行い，処理能力を増強した。
新拠点を建設した際各社が積極的に導入しているのが，仕分けする個数を自動表
示するデジタルビッキングシステムである。このシステムにより仕分け作業の効率
化という直接の目的だけでなく，誤出荷も大幅に削減できるようになったというこ
とである。
5) 1993年3月18日 日経産業新聞「日経産業新聞創刊20周年， 21世紀に挑む物流一
進むグローバル化」参照。海運業界でも，世界的な合従連衡の動きがこれまで以上
に活発になっており，アジア，欧州，北米という世界の三大市場を結ぶ定期航路を
いかに効率的に運航するかが，グローバルキャリアとしての地位を確立するとされ
ている。そこで，各社とも域内の貨物取り扱い業務の自営化や陸上輸送までを手が
ける複合一貰輸送の確立などを急ぐなど，グローバル化への真剣な取り組みが見ら
れている。
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多くの業種が比較的高い評価点を与えていたのに対し，証券業では，低い
評価点にとどまっていた。
2. 経営成果についての因子分析
以上のように，サービス業における経営成果についての第1次的分析と
して，筆者の質問調査票で取りあげた 8項目を考え，それらについての業
種毎の経営成果レベルの分析を行った。ただし，そこで考えた 8項目をグ
ループ化して，もう少し少数のカテゴリーに分類できないものであろうか。
そのような集約化の可能性を調べるため，経営成果レベルについての因子
分析を行った6)。その結果を示したものが，表2である。
表2 経営成果についての因子分析結果
因子名 関連変数（ ）内は因子負荷 固有値（％）
企業経済成果 売上げの成長率(.774).収益性(.934),品質の改善・ 5.200 
向上 (.547),独自の市場の発見と確保 (.519) (32.5%) 
サービス満足成果 従業員のモラール (.733),顧客の満足 (.736), 品 2.173 
質の改善・向上 (.560) (13.6%) 
合理化成果 グローバル展開 (.593), サービス工程の自動化革 1.648 
新 (.640) (10.3%) 
その表2において示された因子名は，因子負荷をもとに筆者が与えたも
のである。既に述べたように当初の予想では，「サービス提供成果」と「企
業経済成果」という二つの経営成果因子を想定していた。ところが筆者に
よる因子分析の結果としては 3つの経営成果因子が見出された。そのとき
の第1の因子は，当初に想定した二つの因子のうちの「企業経済成果」に
該当すると思われるものであった。なぜならば，その因子は，売上げの成
長率，収益性と強い正の相関を持ち，品質の改善・向上と独自の市場の発
見と確保とも正の相関を持つようなものであったからである。また，第2
の因子は，当初想定のもう一つのものである「サービス提供成果」に該当
6)因子分析における因子抽出法としては主因子法を用い，バリマックス回転法を用
いた。
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するものであったと思われたが，そのように良好なサービス提供を行うこ
とが，顧客，従業員等関係者の満足を高めているという側面が強く見出
されたと思われたので，「サービス満足成果」と呼ぶことにした。そして，
第3の因子は，サービス工程の自動化革新，グローバル展開と正の相関を
もつようなものであり，各種の合理化を図っていく試みの成果面を示して
いると思われるので「合理化成果」と呼ぶことにした。以上のように多次
元的な経営成果を 3つの因子にまとめて考えることにしたのであるが，「企
業経済成果」は，売上成長率，収益性，などを統合した因子であり，「サ
ービス満足成果」は，顧客の満足，従業員のモラール等を統合したもの，
さらに「合理化成果」は，グローバル展開，サービス工程の自動化革新を
統合したものと考えたうえで，業種毎経営成果評価点平均を示した表1を
再度参照すると．サービス業界全体を通じて，サービス満足成果について
は，比較的高い水準を維持しているようであった。そのことは，業界全体
についての「顧客の満足」得点平均が3.4であり，「従業員のモラール」得
点平均が3.3であることからも分かる＼ただし例外的に，証券業と不動産，
陸運がこの点については低い水準にとどまっていた。ところが，企業経済
成果については，どの業種も比較的厳しい状況にあった。このことは，表
1に示された企業経済成果を構成する売上成長率，収益性，独自の市場の
発見と確保の全体平均値が2.6,2.5, 2.7にとどまっていることからも分か
る。以上のような企業経済成果についての平均値水準は，この点について
やや不満を感じているという企業が全般的に多く見られると言うことを意
味していると思われた。また合理化成果については，高い成果を上げてい
ると評価している業種と，低い成果にとどまるという業種とに分かれてい
た。このような経営成果水準の評価分析を通じて，サービス業界が，従業
員や顧客の満足を上げるために多大の労苦を払い，その結果として比較的
7) もとの質問票において，それぞれの側面の経営成果がどのような水準にあるかを，
1 =全く不満足. 2 =やや不満足. 3 =中程度の満足， 4=かなり満足. 5 =非常
に満足．という評価尺度を用いて尋ねていた。
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高いサービス満足成果を達成しているものの，企業経済成果については，
不満な水準にとどまり，またサービス業が労働集約的ということでその限
界を打破するために，合理化を図っている業界がある反面，そのような合
理化が緒についていない業界もあるという状況が見られたと集約したい。
なお三つの因子得点を業種毎に表示したものが表3である。その表3に
おいては，因子得点は正規化され，その平均点は0となっているので，「企
業経済成果」，「サービス満足成果」，「合理化成果」の中で， どの成果側面
が高いかなどの比較を行うことはできない。しかしながらこの点について
は，既に表1に言及することによって，サービス満足成果についてはサー
ビス業界全体の平均としてはやや高いのに対し，企業経済成果については，
やや低いという結果を確認できていたので，このような側面の実態を表3
から読み取る必要性はない。むしろ，この表3に対しては，業種毎因子得
点差異を読み取ることができるという点に着目していくことにする。する
と，「企業経済成果」について相対的に高いと評価していたのが不動産，
マスコミ，ガスであり，悪いと評価していたのが，商社，証券，空運であ
表3 業種毎カテゴリー別経営成果水準
企業経済成果 サービス満足成果 合理化成果
商社 -0.62 0.17 0.50 
流通 -0.23 0.06 -0.03 
金融 0.13 0.12 0.36 
証券 -0.60 -0.96 -0.89 
保険 0.17 0.27 -0.02 
不動産 0.85 -0.20 -1.44 
海運 -0.06 -0.01 0.72 
陸運 -0.03 -0.23 0.06 
空運 -0.81 0.94 0.40 
倉庫 -0.43 0.51 -0.01 
マスコミ 0.67 -0.52 -0.94 
ガス 1.02 -0.31 -0.01 
その他サービス 0.17 0.16 -0.14 
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ることが分かった。また，「サービス満足成果」については，良いという
のが空運，倉庫であり，悪いというのが証券，マスコミであることが分か
った。さらに「合理化成果」を良いと表明していたものは，商社，海運．
空運であり，悪いとするものは不動産，マスコミであることが分かった8¥
IV サービス業経営成果規定要因としての市場競争環境要因と
企業重視能力
以上のように，サービス業における経営成果が3つのグループから成る
ことを確認したうえで，業種毎の経営成果諸側面の水準を調べ，業種間に
経営成果諸側面に関する差異があることを見出した。ところで，このよう
に業種毎の経営成果を調べるということは，業種特性にもとづいて経営成
果の差異が生じていることを想定していることになる。しかしながら当初
の分析フレームワークで示したように，経営成果は，市場競争環境要因と
企業重視能力の内容によっても規定されている面もあると思われる。そこ
で，ここでは，当初の質問調査票で尋ねた 8項目のサービス業経営成果の
それぞれについて，それを規定する要因としての市場競争環境要因と企業
重視能力の影響力がどのようなものであるのかを回帰分析を通じて明らか
にしていきたい。そのときの手法としては．ステップワイズ法をとり．説
明力がある一定レベル以上 (F値が0.1以上の向上）の変数を説明変数に
入れ，説明力がある一定以下のものは，説明変数から落とすという仕方で．
説明変数の確定を試みることにした凡
8)なお．ここでの業種毎の経営成果面の特徴づけについては．質問調査票回答企業
が，ある業種について極めて少数であることがあったため．たまたまその回答企業に特
有の経営成果結果が業種毎経営成果面として現れたという可能性がある。
9)なお，回帰分析に先立って．市場競争環境要因と経営成果との相関分析．さらに
企業重視能力と経営成果との相関分析を行って．概括的な関係についての検討を行
っておいた。ここでは．紙幅の制約により．その分析結果の披露を省略せざるを得
ない。
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1. 売上成長率の規定要因
まず第 1に，「売上の成長率」と言うサービス業経営成果を取りあげ，
その水準を規定している主要な規定要因が何であるのかの分析を行った。
その結果，市場競争環境要因としては，「サービス陳腐化の速さの程度」
という側面が有力な規定要因の一つであることが分かった。また，その場
合の「サービス陳腐化速度」による「売上成長率」への影響の効果が負で
あるということも分かった。このことは，「サービス陳腐化の速さ」が速
ければ速いほど，「売上成長率」という経営成果評価点が低くなってしま
うということを意味している。ここで，「サービス陳腐化の速さ」が速い
ということは，当該サービスについてのライフサイクル位置が導入期にあ
ることを意味しているとも考えられるが，他方で，競争の程度が極めて高
いことを意味しているとも考えられる。そのような状況のもとでは，売上
成長率を順調に達成していくことは困難であるということである。また，
サービス業界における市場競争環境においてサービス陳腐化の速度が速い
という状況とは，サービス原型が定まるまでは，様々な試行錯誤が様々な
主体によってなされ．その間は業界としても企業としても本格的成長が見
られないと言う局面を示しているのではないか10)。
また，企業重視能力の側面としては．「チャレンジ体質」と「顧客の参
加を促す仕組み」とが．その会社にとって重要な能力項目と見なされてい
る程度が高いほど．「売上成長率」が高く．「コストダウン能力」が重視さ
10)サービスの陳腐化の速度が速いと言うことは，活発にその業界が成長し変化して
いる状態を想像させる。その場合には，売上げの成長率が高いことが期待されるの
であるが，相関分析の結果は．両者の相関は，マイナスとなった。このような関係
の背後には，サービス業と，メーカーとの相違があるのではないか。つまり，サー
ビス業においては，サービスの原型が出来上がるまでには，かなりの期間を要し，
原型が出来上がってからこそ．急成長が可能になるという関係が存在すると言うこ
とがあり得る。すなわち，サービス原型が出来上がるまではサービス陳腐化が激し
く成長率も低いのに対し，サービス原型が出来上がってサービス陳腐化が治まって
くると，売上成長率が高くなると言うような関係が想定できる。
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れている程「売上成長率」が低くなることも分かった。「チャレンジ体質」
と「顧客の参加を促す仕組み」を重視することが「売上成長率」水準に対
する効果を高くすることにつながっているということの背景には，このよ
うな経営コミットメントの効果として「売上成長率」が高くなっていると
いう関係があると考えることができる。それに対し，「コストダウン能力」
が重視されている程，「売上成長率」が低くなるということは，その場合，
当該サービスのライフサイクル位置としては成熟局面に入っているという
状況が考えられ，このような状況では「売上成長率」が低位にとどまって
しまうという関係があり得ると考えられる。
2. 品質の改善・向上の規定要因
次に，「品質の改善・向上」と言うサービス業経営成果を取りあげ，そ
の水準を規定している主要な規定要因が何であるのかの分析を行った。そ
の結果市場競争環境要因の中の「サービス陳腐化の速さ」と「新サービ
スによる代替の程度」という側面が「品質の改善・向上」についての有力
な規定要因であることが分かった。なお，前者の効果を示す係数は負であ
ったので，「サービス陳腐化の速さ」が遅ければ遅いほど，「品質の改善・
向上」という経営成果評価点が高くなるということを示唆している。逆に
言えば，「サービス陳腐化の速さ」が速すぎると，「品質の改善・向上」へ
のインセンティブが失われ，またそれに取り組むことによるメリットの期
待が少ないと感じられ，その結果，品質の改善・向上成果が低位にとどま
りやすいと考えられる。他方，「新サービスによる代替の程度」については，
それが高ければ高いほど，品質の改善・向上が高いという関係が見出され
た。現在多くのビジネスにおいて一つの業界を越えた幅広い競争が起こり
つつあるが，そのような競争刺激のもとで，サービス品質の改善・ 向上を
目指さなくてはならなくなっていると理解することができる。
また，「柔軟な顧客対応力」と「顧客の参加を促す仕組み」とが，その
会社にとって重要な能力項目と見なされている程度が高いほど，品質の改
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善・向上成果が高く．「コストダウン能力」と「人材育成力」が重視され
ている程品質の改善・向上成果が低いことも分かった。前者のような顧
客・市場志向の経営のもとで，品質の改善・向上が達成されるのに対して，
後者のようにサービス供給サイドの改善を目指す志向のもとでは．品質の
改善・向上は二次的なものとされるというように理解することができるで
あろう。
3. 収益性の規定要因
さらに「収益性」というサービス業経営成果の高さを規定している主要
な規定要因としては，「価格競争の程度」という市場競争環境要因があげ
られることが分かったが，その効果は統計的には有意ではなかった。また，
その係数は負であるので，価格競争の程度が高ければ高いほど，収益性と
いう経営成果評価点が低くなるということを示唆している。これは，産業
組織論研究における通常の競争圧力理解と適合するものであるが，その効
果は有意なものではなかったということである。
また，「柔軟な顧客対応力」と「顧客の参加を促す仕組み」とが，その
会社にとって重要な能力項目と見なされている程度が高ければ高いほど，
「収益性」が高く，「コストダウン能力」が重視されている程，「収益性」
が低いことも分かった。前者のように市場志向が強調される程，「収益性」
が高くなるのに対し，後者のように供給側のコストダウンが要請される業
界にあっては，「収益性」が低位にとどまっていることが多いという関係
を示していると理解することができる。
4. 独自の市場の発見と確保の規定要因
また，「独自の市場の発見と確保」というサービス業経営成果を規定し
ている主要な規定要因としては．「価格競争の程度」という市場競争環境
要因があげられることが分かった。これは，価格競争の程度が高ければ高
いほど，独自の市場の発見と確保という経営成果評価点が高くなるという
サー ビス業における経営成果の基本構造とその規定要因（廣田） (619) 155 
ことを示唆している。この関係は，市場競争圧力によって，企業の側での
積極的対応努力が誘発され，その結果として「独自の市場の発見と確保」
につながると思われる。
また，「新技術を有効に活用する力」が，その会社にとって重要な能力
項目と見なされている程度が高いほど，「独自の市場の発見と確保」とい
う経営成果が高いのに対して，「市場動向・ニーズに対応したサービス開
発力」や「コストダウン能力」が重視されている程度が高い程，独自の市
場の発見と確保という経営成果が低いことも分かった。後者の関係につい
ては，その業界や企業が市場動向やニーズに対応したサービス開発力やコ
ストダウン能力を重視せざるをえないという，一種の業界の成熟状態のも
とでは，なかなか「独自の市場の発見と確保」が容易ではないという傾向
があることを示していると理解することができるであろう。
5. グローバル展開の規定要因
「グローバル展開」というサービス業経営成果を規定している主要な規
定要因としては，「価格競争の程度」「新サービスによる代替の程度」とい
う市場競争環境要因があげられることが分かった。ただし，後者の係数に
ついては統計的に有意な結果が得られなかった。他方，前者の意味は，価
格競争の程度が高い業界であればあるほど，グローバル展開をせざるをえ
ないという関係があることを示唆していると思われる。このことは，電カ・
ガスのように，各種規制によって，価格競争が制約されており，またグロ
ーバル展開についても，各種規制による保護のため進展していないという
業界を一方の極にしつつ，商社やスーパーのように価格競争が激しく，グ
ローバル展開も生じ始めているという業界を他方の極として考えることが
できるであろう。
また，「市場動向・ニーズに対応したサービス開発力」と「サービスエ
程の工業化能力」と「優秀なマネージャー」が，その会社にとって重要な
能力項目と見なされている程度が高いほど，グローバル展開という経営成
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果が高く，「新技術を有効に活用する力」と「コストダウン能力」と「人
材育成力」が重視されている程，グローバル展開経営成果が低いことも分
かった。海運や倉庫のように設備集約的でありかつ相手ニーズを適確に
把握すればグローバル展開が可能な業界と，保険，不動産，マスコミのよ
うに労働集約的であってグローバル展開が進みにくい業界があるようであ
った。
6. サービス工程の自動化革新の規定要因
さらに，「サービス工程の自動化革新」というサービス業務改善理由を
規定している主要な規定要因としては，「品質競争の程度」という市場競
争環境要因があげられることが分かった。ただし，その係数の効果は統計
的に有意ではなかった。また，「柔軟な顧客対応力」と「設備の保全・運
用能力」と「政府関係機関との関係」が，その会社にとって重要な能力項
目と見なされている程度が高いほど，サービス工程の自動化革新経営成果
が高く，「人材育成力」と「顧客の参加を促す仕組み」が重視されている程，
サービス工程の自動化革新成果が低いことも分かった。以上のことは，顧
客ニーズが変動し，サービス利用技術も変化し，規制緩和もなされている
ような業界では，サービス工程の自動化革新成果が高いのに対し，労働集
約的で，顧客個別対応が必要とされる業種では，サービス工程の自動化革
新経営成果はあがりにくいという関係を示していると理解することができ
るであろう。
7. 従業員のモラールの規定要因
また，「従業員のモラール」というサービス業経営成果の高さを規定し
ている主要な規定要因としては，「新サービスによる代替の程度」という
市場環境要因があげられることが分かった。なお，その係数は正であり，「新
サービスによる代替の程度」が高いという緊迫した市場競争状況のもとで，
「従業員のモラール」という経営成果評価点が高くなるということを示唆
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している。ここで，「新サービスによる代替の程度」の高い業界とは，経
営環境の不確実性が高く，業務の内容もバラエティに富んでいることが想
像される。例えば，表2によれば，「新サービスによる代替の程度」の高
い業界として，マスコミと証券があることが分かる。そのように，経営環
境の不確実性が高く，業務内容もバラエティに富んでいることが，「従業
員のモラール」という経営成果の高さにつながっているのであろう。すな
わち，そのような変化の激しい業界においては，働くことの意味づけが得
られやすいという側面があるのではないかと考えられる。
また，「チャレンジ体質」と「優秀なマネージャー」と「情報収集力」「顧
客の参加を促す仕組み」などが，その会社にとって重要な能力項目と見な
されている程度が高いほど，「従業員のモラール」も高くなるという関係
があることが分かったが，いずれの側面の効果を示す係数も統計的に有意
ではなかった。ただし，以上のいずれの側面も知識集約的なサービス提供
側面を示しており，そのもとで従業員のモラールが高いものとなる傾向が
あることを示しているのではないかと思われる。他方，「人材育成力」と「情
報ネットワーク・情報システム」とが重視されている程，従業員のモラー
ルという経営成果が低くなるという関係がある。これは，人材の育成を熱
心に行ったり，情報システムを積極的に導入しようという業界においては，
困難なサービス提供や，大量データの処理という課題に直面することとな
っており，それが，従業員のモラールという経営成果に対してはマイナス
の影響をもたらしていると理解することができる。
8. 顧客の満足の規定要因
最後に，「顧客の満足」というサービス業経営成果の高さを規定してい
る主要な規定要因としては，「サービス陳腐化の速さの程度」という市場
競争環境要因があげられることが分かった。ただし，その係数は負である
ので，「サービス陳腐化の速さ」が速ければ速いほど，「顧客の満足」とい
う経営成果評価点が低くなるということである。これは，携帯電話サービ
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スのように，「サービス陳腐化の速さ」の速い業界においては，それにと
もなうサービス提供価格が割高なものとなりそれにともなって顧客満足
が低いものにとどまるというような関係を示している可能性がある。また，
絶えず生まれつつある新サービスと比較すると，現在利用しているサービ
スには満足できないと言う傾向が生じがちであると言う関係があると理解
することもできる。ただし，「新規参入の起こり易さ」という市場競争環
境があるときには，そのような脅威への対応がとられるためか，「顧客の
満足」は高まる傾向があるようであったがその効果は統計的には有意で
はなかった。
また，「新技術を有効に活用する力」と「顧客の参加を促す仕組み」を
会社にとって重要な能力項目と見なしている程度が高ければ高いほど，顧
客の満足が高く，「情報ネットワーク・情報システム」を重視している程
度が高いほど，顧客の満足が低いことも分かった。このことは，情報ネッ
トワークや情報システムを新たに導入するにあたっても，「顧客の参加を
促す仕組み」を持っている場合には，顧客の満足が高まり得るのに対し，
単に情報ネットワーク・情報システムを漫然と導入する場合には，「顧客
の満足」という経営成果が低くなるという傾向があることを反映している
と理解することができるであろう。
なお，以上の回帰分析を行うときの仮定とは個々の側面が独立して経
営成果に影響を与えていると想定できるというものであった。この仮定に
ついては，その妥当性についての吟味が必要である。たとえば，「サービ
ス陳腐化の速さ」が速い場合と遅い場合とでは，「チャレンジ体質」とい
う側面の効果が異なる可能性がある。つまり「サービス陳腐化が速い」場
合は，「チャレンジ体質」の重視効果は正のものであるのに対し，「サービ
ス陳腐化の速度」が遅い場合には， 目立った効果は得られないかも知れな
いというようにである。
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V 経営成果の基本構造
1. 各成果間の相関分析
次に経営成果相互の関係を検討することにしたい。当初の分析フレーム
ワークにおいては，「サービス満足成果」（サービス提供成果）が高ければ
「企業経済成果」も高くなるという経営成果の内部構造を想定していた。
ところが，経営成果についての因子分析を通じて，第3の因子があること
が分かった。すなわち，「合理化成果」である。これらの三つの因子の相
互関係がどのようなものであるかを調べるため，まず因子相互の相関分析
を試みた。しかし，その結果は，かなり低い相関しか見出されなかった。
なぜ，そのような結果となったかといえば，因子を 3つ抽出するときに，
それぞれの独立性が高くなるように設定されていたためであると思われ
る。そこで，各因子を代表すると思われる 3つの成果項目，すなわち「顧
客満足」．「売上成長率」，「サービス工程の自動化革新」を取りあげ，それ
らの間の相関係数と他の要因を一定としたときの偏相関係数を求めた。そ
の結果を示したものが図 2であり， 2つの経営成果項目を結んだ矢印に隣
接して示したものが相関係数であり，（ ）内に示したものが偏相関係数
である。
図2 経営成果諸側面の相互関連
I 
合理化成果（サービス
工程の自動化革新）
.356●●● (.218り
サービス満足成果
（顧客満足）
企業経済成果
（売上成長率）
その結果を見ると，当初の予測通り，「サービス満足成果（顧客満足）」
と「企業経済成果（売上成長率）」との相関係数が最も強いことが分かった。
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そして合理化成果（サービス工程の自動化革新）をコントロールした偏相
関係数の値も.410と比較的強い相関を示した。このことは，「サービス満
足成果（顧客満足）」においてより良い結果を達成することが，より高い「企
業経済成果（売上成長率）」の達成につながるという関係があることを示
唆していると考えられる。
それに対して．「合理化成果（サービス工程の自動化革新）」と「企業経
済成果（売上成長率）」とについては，相対的により弱い相関関係を持つ
にとどまった。そのことは，「サービスエ程の自動化革新」を行うことだ
けでは，「企業経済成果（売上成長率など）」を高めることは容易ではない
ことを示唆するものであると考えられる。また「合理化成果（サービスエ
程の自動化革新など）」と「サービス満足成果（顧客満足など）」との間に
はさらに弱い相関しか見られなかった。その背景には，本来この両者は両
立しがたい性質をもっているという事情があるのではないか。すなわち，
サービス工程の自動化革新によって，サービスのスピードが改善される場
合があるにせよ，そのような自動化に伴い，顧客の側でのセルフ・サービ
ス協力負担がより増すことがある。そのことは，銀行におけるATM利用
などについても見られる。このような潜在的対立関係があるため，両者の
相関はかなり低いものとなっているのではないか。
2. 企業経済成果を規定する他の成果要因
今まで論じてきたように経営成果には，「企業経済成果」，「サービス
満足成果」，「合理化成果」の 3つの面が見出された。そして，それらの間
の主要な関係とは「サービス満足成果」と「企業経済成果」との関係であ
ることも指摘してきた。ここでは，そのことをふまえつつ「企業経済成果」
が，他の成果因子．すなわち「サービス満足成果」と「合理化成果」とに
よってどの程度規定されているのかを回帰分析を通じて明らかにしていく
ことにしたい。なお，「企業経済成果」の規定要因が何であるのかは，サ
ービス業企業の本業についての場合と，新規事業についての場合とで異な
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りえると考えられるので，それぞれの場合についての回帰分析を行うことに
した叫
まず．本業の「企業経済成果」を規定する他の成果要因の影響関係を調
べることにした。ここでは．本業の「企業経済成果」を規定する他の成果
要因として．「合理化成果」を反映するものとしては「グローバル展開」
と「サービス工程の自動化革新」を想定し．「顧客満足成果」を反映する
ものとしては「従業員のモラール」と「顧客の満足」を想定して回帰分析
を行った。その結果を示したものが表5である。その結果．「売上の成長率」．
「品質の改善・向上」．「収益性」．「独自の市場の発見と確保」．いずれに対
しても「顧客の満足」が最も強い影響をもった規定要因であることが見出
されたが，それに加えて「サービス工程の自動化革新」もやや弱いながら
も影響を及ぽしていることを見出すことができた。
表5 本業の企業経済成果を規定する他の成果要因
規--------定要因巴9数 売上げの 品質の改善 収益性 独自の市場の成長率 ・向上 発見と確保
サービス工程の自動化革新 .175" .232* .258* 
従業員のモラール .315 . 
顧客の満足 .950●●● .505●●● .729●●● .752●●● 
R2 .902 .969 .904 .902 
表中の数字は標準化回揺係数を示す。 * p<0.10 * * p<0.05 * * * p<0.01で有意。
それに対し，新規事業の「企業経済成果」を規定する他の成果要因の影
響関係について調べてみると，「顧客の満足」は引き続き重要な規定要因
ではあるがそれよりも「従業貝のモラール」の方がより重要な規定要因
であることが分かった。何しろ，新規事業については「企業経済成果」を
あげていこうとしても，顧客層の構成がまだまだ流動的であることが多い。
そのような状況を勝ち抜いていくには，「従業員のモラール」の方がより
11) 1994年に実施した質問調査票調査においては．各社が本業とみなしている事業名
をあげてもらうとともに,1970年前後以降に創業した新規事業のうち．代表的なも
の一つの名前をあげてもらうよう依頼した。このように年度的には，かなり緩い条
件設定としたが．現実には近年創業した新規事業を回答している企業が多数あった。
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重要であるということを意味しているのではないかと思われた。その結果
は，表6に示すとおりである。
表6 新規事業の企業経済成果を規定する他の成果要因
規~定要因 売上げの 品質の改善 収益性 独自の市場の成長率 ・向上 発見と確保
サービス工程の自動化革新 .384●●● .235●●● .203* 
従業員のモラール .273 . .558●● .428* 
顧客の満足 .582●●● .492●●● _395• _35g• 
R' .909 .976 .899 .947 
表中の数字は標準化回帰係数を示す。 * p<0.10 * * p<0.05 * * * p<0.01で有意。
VI 結論
以上のように，サービス業における経営成果には 3つのものがあり，そ
れは「企業経済成果」．「サービス満足成果」．「合理化成果」であることを
示してきた。また経営成果の基本構造には，「サービス満足成果」がかな
り強く「企業経済成果」を規定しているという関係が存在することも明ら
かにした。ただし．「サービス満足成果」の実質的意味は，サービス業の
本業の場合は「顧客の満足」ということであったが．新規事業については．
「顧客の満足」とともに「従業員のモラール」が「サービス満足成果」の
内容をなしていることも明らかにした。このようなヒューマン・ファクタ
ー関係の条件をより良いものとしていくとともにサービス工程の自動化
革新などの設備・機器関係の条件を整備していくことを通じて，サービス
業の企業経済成果を高めていくことができるということも本論において明
らかにした。
さらにこのような経営成果が．様々の要因にもとづいて規定されるこ
とも示した。まず第 1に，経営成果の水準が業種特性によって決まってく
る面があることを示した。また，経営成果の水準が市場競争環境要因や企
業重視能力によって決まってくる面があることも示した。ただし分析を通
じて分かったことは．市場競争環境要因よりも，企業重視能力のあり方の
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方がより強く経営成果水準を規定しているということであった。その限り
において，ポジショニング的視点よりも,RBV (resource-based view) 
的な視点の方がサービス業における経営成果水準をより適切に説明してい
るのではないかと思われた。
ただし，調査対象時期がバプル崩壊後の平成不況期であったということ
が背景にあるように，各企業の置かれている経済状況のありかたが，経営
成果水準に強い影響を与えているという関係もありそうであった。グロー
バル化や情報化，規制緩和，高齢化など．様々の変化潮流が見られる中で，
そのように大きな経済社会の流れも反映しながら，新たなサービス・マー
ケティング・マネジメントヘ向けての取り組みがなされている。そのよう
な新たなサービス・マーケティング・マネジメントのあり方を考えていく
うえでも．サービス業における経営成果の基本構造をめぐる検討が有意義
なものであったといえるのではないか。
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